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令和6年度 第3回 気候変動適応セミナー
「港湾における気候変動適応策」

日時 ： 令和6年11月15日（金） 13時00分～15時00分
場所 ： オンライン（zoomウェビナー）

港湾における
気候変動の影響評価と適応策

国土交通省 国土技術政策総合研究所

港湾・沿岸海洋研究部

港湾・沿岸防災研究室長 本多和彦
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発表内容

気候変動による外力への影響評価
 外力設定の考え方
 国総研の方法

気候変動による影響の港湾施設設計への反映
 作用の設定方法
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外力設定の考え方（潮位）
 ３潮位

 ３．１天文潮
 （４）天文潮への気候変動の影響（追加）

・・・・・・。なお、この気候変動に伴う平均海面水位上昇量の予測値は、本章3.5平均海面水位の長期
変動（1）平均海面水位の変動を参照することができる。

⇒参照先に記載されている「日本の気候変動2020」による平均海面水位上昇量の予測値を参
考に設定．

日本沿岸における20世紀末（1986～2005年）
と比較した21世紀末（2081～2100年）の

平均海面水位上昇量

平均海面上昇量
（2℃上昇シナリオ）

領域

0.39m（0.22～0.55m）全体

0.38m（0.22～0.55m）領域Ⅰ

0.38m（0.21～0.55m）領域Ⅱ

0.39m（0.22～0.56m）領域Ⅲ

0.39m（0.23～0.56m）領域Ⅳ
気候変動適応技術社会実装プログラム（SI‐CAT）による
海洋将来予測データセットの結果に基づく．



【
参
考
】
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d4PDF
【地球温暖化対策に資するアンサンブル気候予測データベース（d4PDF）】
 気候変動リスク情報創生プログラム（文科省）にて作成した『気候予測データベース』
 CMIP5（IPCC AR5に利用）のモデル実験結果を基に設定した全球実験（60km解像度）から，

日本を対象にダウンスケーリングした領域実験（20km解像度）．
 現在気候の『過去実験』と，将来気候の将来実験（『２℃上昇実験』・『４℃上昇実験』）
 将来実験では，６種類の海面水温（SST）の将来変化の空間パターンを用いている．

【出典】
d4PDFのホームページ（実験デザイン・利用の手引き）から抜粋
https://climate.mri‐jma.go.jp/d4PDF/index.html

メンバ数1メンバの期間
気候実験

（領域モデル）

50メンバ61年間（1950.9～2011.8）過去実験

54メンバ（＝6SST×9摂動）61年間（2030.9～2091.8）2℃上昇実験
（RCP8.5の2040年）

90メンバ（＝6SST×15摂動）61年間（2050.9～2111.8）4℃上昇実験
（RCP8.5の2090年）
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外力設定の考え方（潮位・波浪）
【将来気候における高潮・波浪の評価方法】
 d4PDF （＊１）の台風トラックデータ（＊２）を用いて，気候変動を考慮した高潮・波浪を解析．
（参考：Mizutaら (2017), Webbら (2019), Shimuraら (2016)） （＊１） https://www.miroc‐gcm.jp/d4PDF/index.html
（＊２）気候予測データセット（DS2022）（ https://diasjp.net/ds2022/ ）

適用性地球温暖化の影響考え方対象台風

伊勢湾台風や室戸台風等の規模を想定した特定事例A. 想定台風

・従来、想定台風で外力を設定してきた沿
岸で適用性がある。
・B‐1の多数アンサンブルデータセットと組
み合わせることで確率評価が可能。

・d2PDF、d4PDF等の計算結果に基づ
く中心気圧の低下量で簡易的に考慮

例えば、Myers モデル等経験
的台風モデル

A‐1.
パラメトリック台風モデ
ル

・従来、想定台風で外力を設定してきた沿
岸では適用性があるが、同一条件であっ
ても過去の高潮推算とは異なる結果にな
ることに留意が必要。

・d2PDF、d4PDF等の計算結果から将

来変化を現在の気候場に上乗せし
て仮想的に考慮（擬似温暖化手法）

WRF等の領域気象モデル
A‐2.
領域気象モデルを用い
た力学的計算

数多くのサンプルを確保できれば確率評価が可能B. 不特定多数の台風

・多数のサンプルが確保可能であり、外力
が発生確率で設定されている沿岸で適用
性がある。

・d2PDF、d4PDF等に温暖化の影響は

含まれているが、バイアス補正が必
要

d2PDF、d4PDF等全域もしくはダ

ウンスケール領域気候モデル
で気候計算される台風を利用

B‐1.
全球気候モデル台風
領域気候モデル台風

・従来、想定台風で外力を設定してきた沿
岸で適用性がある。

・MPIの理論を応用して、d2PDF、
d4PDF等の気候値から気候的最大高

潮偏差をシームレスに推定する手法
等

台風の熱力学的最大発達強度
(MPI)を考慮し、環境場から最
大クラスの台風を推定

B‐2.
気候学的アプローチ

・多数のサンプルが確保可能であり、外力
が確率年で設定されている沿岸で適用性
がある。

・d4PDF台風トラックデータ（バイアス

補正）を用いた確率台風モデルの作
成事例あり

台風属性の統計的特性をもと
にモンテカルロシミュレーション
により人工的に台風を発生させ
る統計的手法

B‐3.
確率台風モデル

気候変動の影響を踏まえた海岸保全施設の計画外力の設定に関する参考資料等について（海岸４省庁事務連絡，令和3年8月2日）
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外力設定の考え方（潮位）
 ３潮位

 ３．６設計潮位条件
 （６）高潮への気候変動の影響（追加）

気候変動の影響により、確信度は中程度ではあるものの、日本付近の台風の強度は将来強まると予
測されているとともに、東京湾、伊勢湾及び大阪湾における高潮による潮位偏差は将来増大すると予測
されている26）。

気象の将来の見通しとして気候変動の高潮への影響を勘案する際には、気候変動に伴う高潮の予測
に関する研究成果又は調査結果を参考に、将来における高潮による潮位偏差を適切に設定するものと
する。

高潮の将来変化予測の代表的なものとして次の３つの方法があり、これらの方法を参考にすることが
できる。
①現在設定しているモデル高潮を生じさせる想定台風に対して、・・・・・・
②観測された年最大潮位偏差の極値分布に適合する極値関数から・・・・・・
③気象庁が公表している台風のベストトラックデータ34‐5）を用いて・・・・・・

⇒（一般論として，最新の）研究成果等を用いて，気候変動の影響を適切に設定することを明記．

⇒（現在までの既往検討事例である）代表的な３事例を参考にできることを明記．
①東京都
②北開局
③国総研
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外力設定の考え方（潮位）
 ３潮位

 ３．６設計潮位条件
 （６）高潮への気候変動の影響（追加）（続き）

【東京都の方法】

①現在設定しているモデル高潮を生じさせる想定台風に対して、地球温暖化対策に資するアンサンブ
ル気候予測データベース（d4PDF）等34‐1）の現在気候及び将来気候の大規模アンサンブル数値実験

結果34‐2）を用いて、台風強度の将来変化として中心気圧の低下量を評価するとともに、評価した低
下量を反映させた中心気圧を有する想定台風を用いて、高潮推算により将来の高潮による潮位偏
差を評価する方法である34‐3）。ただし、台風の経路及び通過頻度の将来変化を考慮できないといっ
た問題があるが、現在想定台風を用いてモデル高潮を設定している場合には、高潮の将来変化の
評価が容易である。

想定台風の経路
（出典：東京湾沿岸海岸保全基本計画〔東京都区間〕）

現在の想定台風
（XXX hPa）

現在の
（設計）潮位偏差

将来の想定台風
（YYY hPa）

将来の
（設計）潮位偏差

高潮推算

高潮推算（経路は同じ）

過去実験（現在気候）

将来実験（将来気候）

中心気圧の比較 d4PDF等
中心気圧が
XXX hPa
から

YYY hPa
に将来変化
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【温帯低気圧】【台風】

外力設定の考え方（潮位）
 ３潮位

 ３．６設計潮位条件
 （６）高潮への気候変動の影響（追加）（続き）

【北開局の方法】

②観測された年最大潮位偏差の極値分布に適合する極値関数から現在想定している潮位偏差の再
現期間を推定するとともに、現在気候及び将来気候の大規模アンサンブル数値実験結果を用いた
高潮推算の極値統計の比較から、現在想定している潮位偏差の再現期間に対応する現在気候に
対する将来気候の潮位偏差の変化比を評価し、この将来変化比を用いて将来の高潮による潮位偏
差を評価する方法である34‐4）。ただし、現在想定している潮位偏差が既往最大潮位偏差である場合
には、統計誤差が大きくなるといったことに注意が必要であるとともに、十分に長い期間を対象とし
た高潮推算を実施する必要があることに注意が必要である。

①既往最大潮位偏差の再現期間
の観測値を用いた推定

（文献34‐4の図を引用し，当該文献を参考に作成）

②高潮推算モデルの精度検証と
高潮偏差の補正係数の算出

③d4PDFの気圧・海上風データ
を用いた高潮推算

④過去実験の高潮偏差の
実測値によるバイアス補正

⑤将来実験の高潮偏差の
補正値を用いたバイアス補正⑦既往最大潮位偏差の再現期間

に応じた将来変化比（●●倍）

⑥台風と温帯低気圧の高潮偏差
の再現期間の分布の合成
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外力設定の考え方（潮位＆波浪）
 ３潮位

 ３．６設計潮位条件
 （６）高潮への気候変動の影響（追加）（続き）

【国総研の方法】

③気象庁が公表している台風のベストトラックデータ34‐5）を用いて台風の中心気圧をバイアス補正した
現在気候及び将来気候の大規模アンサンブル数値実験結果を用いた高潮推算の極値統計結果の
比較から、高潮による潮位偏差の現在の設計値と同等の防護水準となる現在気候に対する将来気
候の潮位偏差の変化比を評価し、この将来変化比を用いて将来の高潮による潮位偏差を評価する
方法である34‐6）。また、これと同様の方法で、台風以外の気象擾乱も含めた将来の高潮による潮位
偏差を評価する方法もある34‐7）。ただし、十分に長い期間を対象とした高潮推算を実施する必要が
あることに注意が必要である。

①実績データを用いた
d4PDF気象データのバイアス補正

【温帯低気圧】

【台風】

③d4PDFの気圧・海上風データ
を用いた高潮推算
（＆波浪推算）

④極値統計解析

④再現期間に応じた
将来変化比の算定（●●倍）

②高潮推算モデルの精度検証と
高潮偏差の補正係数の算出

（波浪推算も同様）

（検討概要は後述）
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国総研の方法
【気象データ】（３大湾：東京湾・伊勢湾・大阪湾）
 d4PDFの台風トラックデータを用いて，海面水温（SST）モデル毎に549年分（2℃上昇），900

年分（4℃上昇），1,020年分（過去実験）の台風（980hPa以下）を，海域毎に抽出．
 将来気候（2℃上昇：６SST，4℃上昇：６SST），現在気候（過去実験）を対象．
 観測値と過去実験を比較し，クオンタイルマッピング法にて中心気圧を補正．

【過去実験】

【CC】

台風の中心気圧（中心気圧のバイアス補正後）の
「平均値」－「2×σ（標準偏差）」（約98%）の平面分布

台風の抽出範囲

台風の抽出数

【ベストトラック】（参考）

【GF】 【HA】

【MI】 【MP】 【MR】

現
在
気
候

将
来
気
候
（
２
度
上
昇
）

【CC】大気研究センター（米国） 【GF】地球物理流体力学研究所（米国）
【HA】気象ハードレーセンター（英国）
【MI】東大大気海洋研究所・国立環境研究所・海洋研究開発機構（日本）
【MP】マックスプランク気象研究所（ドイツ） 【MR】気象庁気象研究所（日本）

６SST

４度上昇（各900年分）２度上昇（各549年分）過
去
実
験

（
１
０
２
０
年
分
）

ベ
ス
ト
ト
ラ
ッ
ク

１年あたり
の抽出数
980hPa以下 MRMPMIHAGFCCMRMPMIHAGFCC

0.33 0.34 0.18 0.36 0.30 0.23 0.39 0.35 0.27 0.36 0.35 0.36 0.38 0.78東京湾

0.40 0.42 0.20 0.37 0.39 0.31 0.53 0.42 0.33 0.41 0.40 0.49 0.51 0.92伊勢湾

0.67 0.67 0.30 0.58 0.70 0.49 0.88 0.73 0.55 0.72 0.64 0.74 0.77 1.35 大阪湾

ベストトラックは，過去実験と同じ1951年～2010年を対象
確率評価で補正必要
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国総研の方法
【気象データ】（北海道と３大湾以外）
 d4PDFの台風トラックデータ・RCMを用いて，海面水温（SST）モデル毎に約540年分（2℃上

昇），約3,000年分（過去実験）の台風・温帯低気圧を，海域毎に抽出．
 将来気候（2℃上昇：６SST），現在気候（過去実験）を対象．
 観測値と過去実験を比較し，クオンタイルマッピング法にて気圧（＆風速）を補正．

現在気候 将来気候
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国総研の方法
【気圧＆風速・風向の平面分布】

 移動座標系における力の釣り合いを考慮した経験的台風モデルにより，気圧と風速・風
向の平面分布を算出．

 最大旋衡風速半径は，実績から求めた河合ら（2005）による平均値を採用．

𝑈ீ ൌ
1
2 ቎െ 𝑓𝑟 െ 𝑉் 𝑠𝑖𝑛 𝛽 ൅ 𝑓𝑟 െ 𝑉் 𝑠𝑖𝑛 𝛽 ଶ ൅ 4

𝑟
𝜌௔
𝜕𝑝
𝜕𝑟቏

台風の中心

進行方向

風速分布の一例
中心気圧940hPa
台風半径75km
進行速度73km/h

河合ら（2005，港空研資料No.1103）による
既往台風の最大風速半径と中心気圧の関係

𝑟଴ ൌ 94.89exp 
𝑝 െ 967.0

61.50
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国総研の方法
【気圧＆風速・風向の平面分布】
 経験的台風モデルでは，地形等による風速・風向の平面分布への影響を考慮できない．
 気象庁の再解析GPVデータを用いて，井手ら（2017）の補正方法に倣い，風速ランク別・

風向別に風向・風速を補正．
 風向は８方位．風速ランクは６段階（0～4，4～8，8～10，10～12，12～16，16～m/s）．

風向・風速の補正結果の一例

（補正なし） （GPV） （補正あり）

0

45

90

135

180

225

270

315

360

0 45 90 135 180 225 270 315 360

最
大
風

速
時

の
風
向

（補
正
1A

）[
°
]

最大風速時の風向（GPV）[°]

風向差
180°0° 90°

（補正なし vs 観測値） （補正あり vs GPV）
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国総研の方法
【高潮解析】
 計算モデルの基礎式は，実務で一般的に用いられている単層の非線形長波方程式．

大阪湾伊勢湾東京湾
32,400m～200m格子領域をネスティング(Two-way)格子領域

平面直角座標系
Ⅵ系

平面直角座標系
Ⅶ系

平面直角座標系
Ⅸ系

座標系

3.0s3.0s1.2s計算時間間隔
本多・光易（1980）モデル

（風速45m/s以上は海面抵抗係数を一定とする）
海面抵抗係数

考慮なし
ラディエーション
ストレス

n = 0.025海底摩擦
他領域と水位・流量を結合（第1領域は自由透過）沖側境界条件

完全反射陸側境界条件

𝜕𝜂
𝜕𝑡 ൅

𝜕𝑀
𝜕𝑥 ൅

𝜕𝑁
𝜕𝑦 ൌ 0

𝜕𝑀
𝜕𝑡 ൅

𝜕
𝜕𝑥

𝑀ଶ

𝐷 ൅
𝜕
𝜕𝑦

𝑀𝑁
𝐷

ൌ 𝑓𝑁 െ 𝑔𝐷
𝜕𝜂
𝜕𝑥 െ

𝐷
𝜌  
𝜕𝜌଴
𝜕𝑥 ൅

1
𝜌 𝜏௦௫ െ 𝜏௕௫ ൅ 𝐴௛

𝜕ଶ𝑀
𝜕𝑥ଶ ൅

𝜕ଶ𝑀
𝜕𝑦ଶ

𝜕𝑁
𝜕𝑡 ൅

𝜕
𝜕𝑥

𝑀𝑁
𝐷 ൅

𝜕
𝜕𝑦

𝑁ଶ

𝐷

ൌ െ𝑓𝑀 െ 𝑔𝐷
𝜕𝜂
𝜕𝑦 െ

𝐷
𝜌  
𝜕𝜌଴
𝜕𝑦 ൅

1
𝜌 𝜏௦௬ െ 𝜏௕௬ ൅ 𝐴௛

𝜕ଶ𝑁
𝜕𝑥ଶ ൅

𝜕ଶ𝑁
𝜕𝑦ଶ

計算領域設定の一例（東京湾）
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国総研の方法
【高潮解析】

 高潮解析モデルによる結果にバイアスがあるため，回帰係数の逆数を用いて平面的にバ
イアスを補正．

高潮偏差の平面的な補正値

補正値の算出
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国総研の方法
【波浪解析】
 計算モデルは，実務でも用いられているWAVE WATCHI Ⅲ（Ver. 5.16）．

内 容項 目
緯度経度の球面座標系座標系
1/2°～1/64°の格子領域をネスティング（One-way）格子間隔
720～60s計算時間間隔
36（Dq = 10°）方向分割数
35（周波数0.04118～1.0520Hz、周期24.3～0.95s）周波数分割数
ST4（Ardhuin et al.(2010)）生成項
UQ（Third-order propagation scheme）移流スキーム
あり（DIA）非線形相互作用
あり（Battjes-Janssen）地形性砕波
あり（JONSWAP）底面摩擦
なし反射

計算領域設定の一例（東京湾）

𝜕𝑁
𝜕𝑡 ൅ ∇௫ · 𝑥ሶ𝑁

𝜕
𝜕𝑘 𝑘𝑁 ൅ሶ

𝜕
𝜕𝜃 𝜃

ሶ𝑁 ൌ
𝑆
𝜃

𝑥ሶ ൌ 𝐶௚ ൅ 𝐔

𝜃ሶ ൌ െ
1
𝑘
𝜕𝜎
𝜕𝑑  

𝜕𝑑
𝜕𝑑𝑠 ൅ 𝑘 ·

𝜕𝐔
𝜕𝑚
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国総研の方法
【波浪解析】
 波浪解析モデルによる結果にもバイアスがあるため， 「波高」について，高潮偏差の補正

と同様に，回帰係数の逆数を用いて平面的にバイアスを補正．

波高の平面的な補正値
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凡例将来変化比
（将来実験/過去実験）

将来実験過去実験再現
期間

５
０
０
年

２
０
０
年

【東京湾(2K上昇・SST平均)】確率潮位偏差

潮位偏差(m)

将来変化率
（将来実験/過去実験）

国総研の方法

【2K上昇】
d4PDFの将来実験のうち，2
度上昇に相当する気候条件
（RCP2.6）

【SST】
将来実験（2K上昇）には，異
なる６種類のSST （海面水温）
モデルがある．
ここでは，６種類のSSTによる
結果の平均を示している．
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凡例将来変化比
（将来実験/過去実験）

将来実験過去実験再現
期間

１
０
０
年

５
０
年

国総研の方法
【東京湾(2K上昇・SST平均)】確率潮位偏差

潮位偏差(m)

将来変化率
（将来実験/過去実験）

【2K上昇】
d4PDFの将来実験のうち，2
度上昇に相当する気候条件
（RCP2.6）

【SST】
将来実験（2K上昇）には，異
なる６種類のSST （海面水温）
モデルがある．
ここでは，６種類のSSTによる
結果の平均を示している．
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国総研の方法
【東京湾(2K上昇)】※確率潮位偏差の空間平均（全メッシュの平均）より算出

2K上昇の6ケースのSSTの将来変化比（再現期間100年）
平均：1.10（1.03～1.15）．（ただし，括弧内は，６SSTの結果に対する10～90パーセンタイルの範囲）
（＊）1ケースのSSTの対象期間は549年分であることから，統計的安定性を踏まえて，再現期間100年にて整理．

【2K上昇】 （参考）【4K上昇】
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国総研の方法
【東京湾(2K上昇)】※SST毎の50年確率波高の将来変化比

HAGFCC

MRMPMI

【2K上昇】
d4PDFの将来実験のうち，2
度上昇に相当する気候条件
（RCP2.6）

【SST】
将来実験（2K上昇）には，異
なる６種類のSST （海面水温）
モデルがある．

【6種類のSSTモデルの略称】
CC，GF，HA，MI，MP，MR
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国総研の方法
【東京湾(2K上昇)】※確率波高のSST平均

【2K上昇】
d4PDFの将来実験のうち，2度上昇に相
当する気候条件（RCP2.6）

【SST】
将来実験（2K上昇）には，異なる６種類
のSST （海面水温）モデルがある．

【6種類のSSTモデルの略称】
CC，GF，HA，MI，MP，MR

2K上昇の6ケースのSSTの
50年確率波高の将来変化比
平均：1.02（0.98～1.06）．
（ただし，括弧内は，６SSTの結果に対
する10～90パーセンタイルの範囲）
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国総研の方法
【３大湾】
国総研資料No.1266（既発表）

【10%tile～90%tileの範囲】
高潮偏差 ： 平均値から±4%程度（最大で10%）
波高 ： 平均値から±3%程度（最大で7%）

【将来変化比の平均値】
高潮偏差 ： 単純平均1.05程度（最大1.10，最小1.01）
波高 ： 単純平均1.02程度（最大1.08，最小0.99）

対象港湾

将来変化⽐

海域

波⾼潮位偏差

再現期間 50年
（参考）
再現期間

50年
再現期間 100年

90%tile）〜（10%tile平均平均90%tile）〜（10%tile平均
⻘森港①陸奥湾
むつ⼩川原港・⼋⼾港・久慈港・宮古港②a東北太平洋側（北側）
釜⽯港・⼤船渡港・仙台塩釜港・相⾺港・⼩名浜港②b東北太平洋側（南側）
茨城港・⿅島港③北関東
⽊更津港・千葉港・東京港・川崎港・横浜港・横須賀港1.06  )〜( 0.98 1.02 1.09 1.15  )〜( 1.03 1.10 【A】東京湾
御前崎港・⽥⼦の浦港・清⽔港④駿河湾
三河港・⾐浦港・名古屋港・四⽇市港・津松阪港1.03  )〜( 0.98 1.00 1.03 1.10  )〜( 1.03 1.07 【B】伊勢湾
尾鷲港・⽇⾼港・和歌⼭下津港⑤紀伊半島
阪南港・堺泉北港・⼤阪港・尼崎⻄宮芦屋港・神⼾港1.08  )〜( 0.97 1.04 1.05 1.13  )〜( 0.99 1.06 【C】⼤阪湾
徳島⼩松島港・橘港・⾼知港・須崎港・宿⽑湾港・宇和島港⑥四国太平洋側
東播磨港・姫路港・岡⼭港・宇野港・⽔島港・福⼭港・尾道⽷崎
港・今治港・東予港・新居浜港・三島川之江港・坂出港・⾼松港

⑦a瀬⼾内海
（東部：播磨灘・燧灘）

呉港・広島港・岩国港・徳⼭下松港・三⽥尻中関港・宇部港・⼩野
⽥港・下関港（周防灘）・北九州港（周防灘）・苅⽥港・中津港・
別府港・⼤分港・松⼭港

⑦b瀬⼾内海
（⻄部：伊予灘・周防灘）

細島港・宮崎港・油津港・志布志港・佐伯港・津久⾒港⑧九州南東側
⿅児島港・⻄之表港⑨薩南
名瀬港・運天港・⾦武湾港・中城湾港・那覇港・平良港・⽯垣港⑩琉球諸島
川内港・⼋代港・三⾓港・熊本港・三池港・⻑崎港・佐世保港・福
江港⑪九州⻄側

厳原港・郷ノ浦港・伊万⾥港・唐津港・博多港・北九州港（響
灘）・下関港（響灘）⑫九州北側

三隅港・浜⽥港・⻄郷港・境港・⿃取港⑬⼭陰地⽅
舞鶴港・敦賀港・⾦沢港⑭若狭湾
七尾港・伏⽊富⼭港・直江津港・⼩⽊港・両津港・新潟港⑮富⼭湾
能代港・秋⽥港・船川港・酒⽥港⑯東北⽇本海側

３大湾以外は
今後公表予定
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発表内容

気候変動による外力への影響評価
 外力設定の考え方
 国総研の方法

気候変動による影響の港湾施設設計への反映
 作用の設定方法
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作用の設定方法

【出典】「日本の気候変動2020」から抜粋

【気候変動に伴う作用の経年変化予測】
 参考とする予測結果が，どの時点で発現すると見込まれるかを把握する必要がある．
 高潮・波浪の予測に用いているd4PDFの将来予測は，タイムスライス実験（ある時点の気

候場を対象）．
 平均海面水位上昇の予測は，シームレス実験（経年的な気候変動の影響を考慮）．

【出典】

「気候変動による日本主要
湾における可能最大クラス
高潮の長期変化」
（森ら，2021）から抜粋

（註）
MPI：台風の可能最大強度

【２℃上昇シナリオ（RCP2.6）】
 気温上昇 ： 2040年から横ばい
 台風強度 ： 2040年から横ばい
 平均海面 ： 2040年以降も上昇

→ 高潮・波高：2040年も横ばいとなると推定
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作用の設定方法
【要求性能の確保の考え方】

 「技術基準対象施設の設計に用いる潮位、波浪等は、設計供用期間中の変化を勘案し
た上で、当該期間中にわたって技術基準対象施設の要求性能を確保する必要がある」旨
を明記。

※耐⼒は劣化や被災により経時的に低下する可能性があるが、ここでは⼀定として模式図化。

作⽤・耐⼒

設計上の耐⼒
＝ 必要となる耐⼒（設計供⽤期間中⼀定）

作⽤（⼀定）

時間

設計供⽤期間

作⽤・耐⼒

設計上の耐⼒

作⽤（変化）

設計供⽤期間

安全性余裕は設計供⽤期間中⼀定

作⽤変化を勘案し、
設計供⽤期間中の安全性余裕を確保

従来の考え⽅ 設計供⽤期間中の作⽤変化を考慮

時間
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作用の設定方法
【要求性能の確保方法としての適応策】

 『設計供用期間内に想定される作用変化に対し、施設の要求性能を確保する方策として、
①設計供用期間の初期段階で対応する「事前適応策」と、②段階的に対応する「順応的
適応策」の２種類の適応策が考えられる。』旨を追記

時間

作⽤・耐⼒

設計上の耐⼒

作⽤（変化）

時間

設計供⽤期間

設計供⽤期間中の作⽤の変化を踏まえ、
設計供⽤期間の初期で構造側の対応を⾏う。

事前適応策

作⽤・耐⼒

作⽤（変化）

設計供⽤期間

順応的適応策
設計供⽤期間の初期では、
供⽤後X年後の作⽤変化を
考慮した安全性余裕を確保。

X年後に、設計供⽤期間
末の安全性余裕を確保
できる構造諸元とする。

供⽤開始X年



28

作用の設定方法
【設計供用期間末における作用の設定の考え方（一例）】
 「事前適応策」でも「順応的適応策」でも、設計供用期間末における作用として，2℃上昇

の90%非超過のシナリオ（上位シナリオ）に相当する作用を設定．かつ，それに対応する
断面等を検討．

 両適応策において，設計供用期間末における設計断面は変わらないことに注意．

波浪や⾼潮の作⽤
〇 4℃上昇（の平均値的）シナリオ︓
厳しめなシナリオ。
他の検討でも積極的には採⽤されていない。

設計時点
（例:2025）

【中位シナリオ】
〇 2℃上昇（の平均値的）シナリオ︓
平均的なシナリオなので、
50%は予測は（悪い⽅にも）外れる。

設計供⽤期間末
（例︓2075）

【上位シナリオ】
〇 2℃上昇（90%⾮超過）シナリオ︓
予測の上振れを考慮。

作⽤の「上振れリスク」の認識が重要
（⼿戻り防⽌）
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作用の設定方法
【手戻り防止（上振れリスク対応）のイメージ】

 途中段階での対応（段階的対応）が困難・費用が高額な工種に関しては，「事前」に対応
する．



30

作用の設定方法
【事前適応策（一例）】
 2℃上昇の90%非超過のシナリオ（上位シナリオ）に相当する作用を設定し，それに対する

断面設計を行って整備．

波浪や⾼潮の作⽤

設計時点
（例:2025） 設計供⽤期間末

（例︓2075）

【上位シナリオ】
〇 2℃上昇（90%⾮超過）シナリオ︓
予測の上振れを考慮。

作⽤の「上振れリスク」を考慮

事前適応策の場合の断⾯諸元

〇 4℃上昇（の平均値的）シナリオ︓
厳しめなシナリオ。
他の検討でも積極的には採⽤されていない。

【中位シナリオ】
〇 2℃上昇（の平均値的）シナリオ︓
平均的なシナリオなので、
50%は予測は（悪い⽅にも）外れる。
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作用の設定方法
【順応的適応策（一例）：STEP1 】
 2℃上昇の90%非超過のシナリオ（上位シナリオ）に相当する作用を設定し，それに対する

断面設計を行っておく．
 最終断面としては，事前適応策の断面設計と同じ．

波浪や⾼潮の作⽤

設計時点
（例:2025） 設計供⽤期間末

（例︓2075）

【上位シナリオ】
〇 2℃上昇（90%⾮超過）シナリオ︓
予測の上振れを考慮。

作⽤の「上振れリスク」を考慮

順応的適応策の場合の断⾯諸元＠設計時点

〇 4℃上昇（の平均値的）シナリオ︓
厳しめなシナリオ。
他の検討でも積極的には採⽤されていない。

【中位シナリオ】
〇 2℃上昇（の平均値的）シナリオ︓
平均的なシナリオなので、
50%は予測は（悪い⽅にも）外れる。
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作用の設定方法
【順応的適応策（一例）：STEP2】
 予測どおりに作用が増大するかは不明．
 まずは，中位シナリオ（2℃上昇の平均値的）で暫定的に断面整備．
 ただし，上振れしたときを念頭に，STEP1（上位シナリオ対応）への断面更新が可能となる

ことに留意．（←順応的な対策）

波浪や⾼潮の作⽤

設計時点
（例:2025） 設計供⽤期間末

（例︓2075）順応的適応策の場合の断⾯諸元＠設計時点

【中位シナリオ】
〇 2℃上昇（の平均値的）シナリオ︓
平均的なシナリオなので、
50%は予測は（悪い⽅にも）外れる。

【上位シナリオ】
〇 2℃上昇（90%⾮超過）シナリオ︓
予測の上振れを考慮。

〇 4℃上昇（の平均値的）シナリオ︓
厳しめなシナリオ。
他の検討でも積極的には採⽤されていない。
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作用の設定方法
【モニタリング】
 実際の気候変動の影響が，予測の範囲内であるか確認．
 順応的適応策における供用後の断面更新の必要性の判断．

波浪や⾼潮の作⽤

設計時点
（例:2025）

設計供⽤期間末
（例︓2075）

概ね2040年

1)

2)

（例えば10年単位メドで）把握

【中位シナリオ】
〇 2℃上昇（の平均値的）シナリオ︓
平均的なシナリオなので、
50%は予測は（悪い⽅にも）外れる。

【上位シナリオ】
〇 2℃上昇（90%⾮超過）シナリオ︓
予測の上振れを考慮。

１）供⽤開始後、作⽤が より⼤きい（※）と判断した場合 ⇒ 設計時に想定した に対応する断⾯を整備
２）供⽤開始後、作⽤が よりも⼩さいと判断した場合 ⇒ 当⾯そのまま

※ 設計時点での想定範囲内であれば、これは改良には該当しない
※ この判断は、現時点で確たる⼿法はないが、定期的（10年単位︖）にd4PDFの解析等を⾏う枠組みが必要。
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まとめ

 気候変動への対応
 緩和策 ： 強力なCO2排出削減が必要
 適応策 ： 排出ゼロを達成しても，影響は明らか
 異常時だけではなく，常時も対象とする必要性

→ 常時波浪などが影響する静穏度など

 気候変動を踏まえた外力評価
 d4PDF等を活用した将来気候の外力評価
 高潮・波高の将来変化比を算出

 順応的な適応策
 モニタリング結果や将来予測の更新等に対応
 上振れリスク・下振れリスクへの対応


